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    起業活動と国家経済を扱う世界最大の国際学会であるグローバル・アントレプレナーシップ・モニ









ない。   
   確かに従来は、一国の主要産業を牽引するのは大企業が主役であることは誰の目にも明らかであっ





     起業率の高まりが国の経済の活性化に深く関わっていることは GEM の年次報告をはじめ多くの研
究結果が示す通りである。その意味では日本の起業率の低さは将来の日本にとって深刻な問題となるこ
とは必至である。 
  日本の尐子・高齢化は予想以上に加速し、このままでは 2065 年までに人口は 35％減尐し、現在の
約 1 億 2,700 万人から 8,800 万人に落ち込み 65 歳以上が 40％を占め、生産年齢人口は約 5,000 万人と
なり約 100 年前の状況になるとの予測があり（国立社会保障・人口問題研究所, 2017）、これまでは先





























外国人 222 万人であったが、2009 年末にはリーマンショック後の製造業不況などの影響もあり 213 万
人となった。さらに、東日本大震災とそれに伴う原発災害などにより2012年末に203万人に減尐した。
4 年連続の減尐となったが、2013 年末からは一転して増加に転じた。最近 20 年間の推移では 1994 年
末には 135 万人であったが 2014 年末には 212 万人になり、約 77 万人増えている 3。 
  また、外国からの訪日観光客も著しく増加している。2000 年に 476 万人、2005 年に 673 万人、2010
年に 861 万人と年々増加しており、2013 年は 1,036 万人と初めて訪日外国人旅行者数が 1,000 万人超




点を置くべきであろう。 外国人起業家の特筆すべき利点として (1) 多様性によるイノベーションの促
進(2) 海外市場の開拓 (3)「高い起業意欲が挙げられる（日本総研 2016）5。 
  上述した通り、政府も外国人起業家受け入れを成長戦略の重要項目としていることにも鑑みれば、 
 日本国内での起業を目指す外国人にとって今は大きなチャンスである。しかし残念ながら現状は、在



















 そのため、本研究では過去の実証研究の整理を行った上で、GEM 作成のデータと GEM データの
ある 84 カ国のマクロ経済データを用い、先行研究から導かれた仮説などを参考にし、統計モデル設




  a.  在日外国人の起業予定や願望、あるいは起業済みの場合はその実態や課題を調査する。また、起
業予定のない場合にはその理由等々に関するアンケート調査を行う。その際、回答者の属性（年
齢、性別、来日目的、学歴、来日前職、親の職業、等々）も出来るだけ詳しく調査する。 
   b. アンケート結果を整理し、これを用い、回答者の主要属性ごとにプロビットモデルを構築する。
その上で、各プロビットモデルが推定する確率に基づき仮説を導く。 
  c. 仮説を注意深く分析し、在日外国人の起業へのチャレンジ精神を鼓舞し、それを実行する環境作 
   りにつなげるにはどうすべきかの方策をまとめ結論を出す。在日外国人が起業をし易い環境を作 
   り、外国人起業家を育成する方法まとめるに当たっては、自らの日本における起業経験に加え  
   博士課程で学んだ競争戦略に関する基本概念も活用する。 
  d. 外国人起業家の育成策を提示することで、GEM 創設以来 20 年間低迷してきた日本の起業率の向 
   上に寄与し、在日外国人が率いる企業がグローバル化やイノベーションを加速させ、日本経済及 
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(1) GEM (Global Entrepreneurship Monitor)の成り立ち 
   起業活動と国の経済との関係を扱う世界最大の研究組織である GEM は、1998 年日米英 3 国のも
とで実業家 1,000 人、研究者、コンサルタントなど専門家数十人を対象に調査をスタートし、毎年メン
バー国が増え 2015 年現在 47 ヶ国となった。毎年出版される GEM 報告の 2001 年版から 2010 年版に
基づく 84 ヵ国の起業活動調査（磯辺・矢作[2011]）の結果、平均起業率 12.3%のところ、10%以下の
国は半数以上（44 ヶ国）を占めている。その中には、欧州を中心とする先進国が多く、そのなかでも
日本はもっとも低調で、毎年最下位の 3 ヵ国の１つである。起業活動率が 10 年間の平均はわずか 3.1%
である 1。 
  当初矢作が提案した GEM のモデル（Bygrave 等[2009]）は、起業活動率 Total Entrepreneurial 
Activity (TEA)は一国の経済的発展水準によって大きく異なるという仮説に基づくものである。すなわ



























   
 
 





  国家経済と起業活動の関係は経済発展の程度によって大きく異なることに着目した GEM は、Porter 
等が世界経済フォーラムの報告書の中で提案した経済発展 3段階モデル (Porter et.al. 2002) を採用す
ることにした。このモデルは Porter の国の競争力モデル（Porter 1990）を基盤に整理したもので、世
界の多くの研究者、実務家、あるいは行政で広く採用されている。その 3 段階とは「要素主導型経済 
(Factor-driven Economies)」、「効率主導型経済 (Efficiency-driven Economies)」、「革新主導型経済 
(Innovation-driven Economies)」であり、分類の基準は、1 人あたりの GDP によるものである。要素
主導型は 1 人あたり GDP が 3,000 ドル未満あり、効率主導型経済 17,000 ドル未満である。そして革
新主導型 17,000 ドル以上と定義している。 
  この分類の基準からも明らかなように、一人当たり GDP だけで一国の経済発展のレベルを決めてし
まうのは次節で提示する GEM の基本フレームワークで強調するダイナミズムの欠落という問題を持
ち、Porter 等も新たな指標 Global Competitiveness Index (GCI) を世界経済フォーラムで提案してい
る（Sala-i-Martin X et al. 2013）。しかし、現時点ではこの 3 段階モデルに対忚したデータベースしか
なく、多くの研究者がそのデータベースを基盤にした研究発表をしているので、本論文でも 3 段階モデ
ルを用いることにする。 
 (2) GEM の研究成果 

















だけではなく動態面も考慮した下記図 1-2 のフレームワークが構築された（磯辺・矢作[2011]）。 






















                         




出所：磯辺・矢作 (2011) p.3. 


























































  この図の中で、GEM がもっとも注目したのは、中央部にある「企業家精神」である。図に示す通り、























  図 1-2 の GEM フレームワークの中の「革新と企業家精神」には起業活動を取り巻く環境、すなわち、   
 起業や新規事業の立ち上げを支援・促進するため有効な政府方針や基盤整備のことであるが 5、これを 












1. 入国 : 今後の事業計画を作成し行政側に提出 
                ↓ 
               2.  1 年の「創業準備ビザ」を取得 
        （1）事務所を開設 
                  （2）500 万円以上の資本金を調達または 2 人以上の職員を確保 
                ↓ 
             3.「経営・管理」ビザを取得 
               ↓ 
4. ベンチャー経営を本格スタート 
    この仕組みの１つの難点は 2.から 3.へのプロセスが外国人起業家にとって壁が高く、日本人起業家
に比べ大きなハンデイとなる。特に入国間もない外国人にとって、１年以内に 500 万円の資金調達、
もしくは 2 人以上の職員の確保は容易ではない。この点も含め第 2 章で詳しく議論する。 
(3) 起業活動と起業活動率 (TEA) 
    本論文では、起業とは個人の起業活動のことを指す。起業活動の定義は統一した見解は無いが GEM
は起業プロセスにおいて果たす役割に注目し、「起業活動は価値の創造を追求する『個人的な意思決定』
の結果であると定義した(磯辺・矢作[2011] p.4)。従って GEM は新しい価値創造の活動に従事してい
る(その程度はどうであれ)あらゆる国民を企業活動の調査対象とした。 








い段階での企業家精神を理解することで、政策担当者にとって重要な情報を提供する。   
    さらに GEM のデータは、事業登録や開業データでは認識できない事業特性を分析することができ
る。例えば、起業への意欲や熱意、革新的行動の内容、成長志向の程度や方向性などを知るには、会社
ではなく起業家を調査対象とするほかない。 
    最後に、GEM が定義する起業活動は個人が独立して行う起業だけではなく、既存の企業内における
新規事業開発も含まれる。しかし開業率では企業内起業を認識することは不可能である。GEM は独立
型起業、企業内起業の両方を起業活動として定義し、その程度を測定する 6。 
  各国の起業活動の水準を比較するためには、信頼できる指標を作成することに尽きるが、GEM は各











    GEM は起業プロセスの分析にあたり、起業家が起業プロセスのどこで活動しているかに着目し、起 
 業活動のプロセスを下記の４段階で捉えることとした。 
①  出現期の起業家(emergent entrepreneur) 
②  誕生期の起業家(nascent entrepreneur) 
③   新会社の保有者(new business owner) 
④   確立会社の所有者(established business owner) 
   これを図示すれば、図 1-3 の通りとなる。 









出所：磯部・矢作 (2011) p6. 


























立会社の所有者の区分は、賃金や給与の支払い期間が 42 ヵ月未満と 42 ヵ月以上の基準による。そし
て確立会社の所有者は、起業家の定義から除外した。42 ヵ月を基準にした理由は、起業から 3 年から
4 年が新しい事業の存続と消滅の境目になることが、指摘されているからであり、これに GEM の調査
が毎年 6 月〜7 月に実施されるので、3 年プラス 6 ヶ月で 42 ヶ月としたものである 8。 
  GEM はさらに各国の企業活動の活発さを表す指標として「起業活動率 (Total Entrepreneurship 
Activity  [TEA])」と呼ぶ尺度を開発した。これは次の質問に対する答えにより「起業活動者」とみな
し、各国で、調査対象である 18 歳から 64 歳までの成人 2,000 人からの質問調査票のデータに基づき
計算した比率が TEA として毎年 GEM のデータベースに蓄積されて行くのである。 
質問と答えによる分類方法は下記の通り： 
① 「過去 12 ヶ月以内に、新しいビジネスを始めるための具体的な活動を何かなさいましたか？」 
 この質問に Yes と答えた個人に対し 
② 「このビジネスの所有権の全て、または一部を所有しますか？」を質問する 
  この質問に Yes と答えた個人に対し 
③ 「このビジネスから３ヶ月以上、給与・報酬または現物支給を受けましたか？」を質問する 
 この質問に No と答えた個人を図 4 の「誕生期の起業家」と分類する 
  この質問に Yes と答えた個人に対し 
④ 「初めて給与・報酬または現物支給をいつ受け取りましたか？」を質問する 
      この質問に対し a. まだ受け取っていない あるいは b. 過去 42 ヶ月以内に受け取った 
      と答えた個人を図 4 の「新会社の所有者」と分類する。 
  上記で「誕生期の起業家」と「新会社の所有者」と分類された個人の合わせた個人が図４に示す  
通り「企業活動家」であり、その数が調査対象総数 2,000 人の何%かが「起業活動率(TEA)」である 9。 







  アジア諸国については、香港、シンガポール、台湾、マレーシアの起業活動率が 10%以下でそれほ
ど高くはないが、韓国、中国、インドネシア、タイ、フィリピンの TEA は 10%を超えている 10。つま
り、図 4 が示すように 84 ヵ国のうち TEA が平均（12.3％）以上の国は 30 ヵ国に過ぎず、平均以下の


























                     
出所：磯辺・矢作 (2011)、p.9 を参照 筆者作成。 
(4) 生計確立型起業と事業機会型起業 




業を「事業機会型の起業(Opportunity based Early-Stage Entrepreneurship) 」と命名した（磯辺・




















































































































































































































































































































































































































































































































































































図 1-4 起業活動率：2001－2010 年の平均(84 ヵ国) 
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 2001 年から 2010 年までの GEM 調査で「起業以外に選択肢がなく必要に迫られて」と回答した者の
活動率 (TEA)及び、「事業の機会を追求するため」と回答した者の活動率の各国の 10 年間平均を経済
圏毎にまとめたグラフを図 1-5、図 1-6、図 1-7 に示す。 

















 生計確立型の起業 事業機会型の起業 
経済発展段階 発展途上国 先進国 
起業動機 就職先無し 魅力的機会の事業化 
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  以上 3 つの図を見ると、どの国でも生計確立型の TEA より事業機会型の TEA のほうが高いことが
分かる。しかし、経済圏別で比較してみると、生計確立型の TEA は要素主導型経済国が他の２つの経
済圏に比べ明らかに高く、これは容易に想定できる。一方、革新主導型経済国の事業機会型起業は他の
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  矢作は GEM（2016）の起業活動率の弱点を指摘した上で、Acs 等 (2011)が開発した、図 2 に示し
た企業家精神の 3 要素である３つの A (Attitude, Activity, Aspiration)を含む変数から推定する企業家
精神のレベルと起業家としての行動力を測定する新たな指標 Global Entrepreneurship and 
Development Index (GEDI) を用い、統計モデルを推定した結果、GEDI と各国の GDP は S 字で表せ
る関係があることを発見し、結論の１つとして、2 つの変数の間には双方向の因果関係が有り得ると報
告している。矢作の結論を導いた統計モデルは、validity 及び reliability の両面から、慎重に選別し
ており信頼に値するが、筆者が調査した限り、この研究に続く画期的な研究は未だ出ていない。 
  本論文では、Yahagi(2016)の研究を参考にしながら、GEM の起業活動率(TEA)のデータを用い、世
界の 84 ヵ国を経済圏別(要素主導型経済国 25 ヵ国、効率主導型経済国 29 ヵ国、革新主導型経済国 30
ヵ国)の経済成長と起業活動率の関係を統計的に分析することにした。 



















    ① 革新主導型経済国の GDP (PPP/IMF) と TEA 
② 革新主導型経済国の国民 1 人当たり GDP (PPP/IMF)と TEA 
③ 効率主導型経済国の GDP と TEA 
④ 効率主導型経済国の国民１人当たり GDP と TEA 
⑤ 米国の GDP と TEA 
⑥ 米国の国民 1人当たり GDPと TEA 
 (3)回帰モデルの推定結果と評価  
上記の分析グループ夫々に尐なくとも 9 セットの回帰モデルを推定しその中から、下記を考慮 
  して、非説明変数を TEA 及び GDP とするモデルを１つずつ選別し「採用候補モデル」とし、 
  そのいずれかのうちでより優れた(即ち validity, reliability 基準から) モデルを「採用モデル」に 
    決定する。 
①  Validity 確保の基準 
a  Adj.R2 が有意 (=有意確率 5%以内) に高いこと 
b. スペックエラーのうちモデルに含むべき変数の欠落はバイアス発生の原因となるので注意を 
  要する。しかしながら、データが限られているため、スペックエラーのリスクを最小にする 
  ためにも Asian Productivity Organization (APO) がアジアの主要 8 カ国から選別した夫々 
   の国の代表と評価される研究者の座長として矢作が 1 週間議論し、完成させ、APO の公式論




②  Reliability 確保の基準 
a 係数の t-値 （=有意確率 1%以内） 




c. 自己相関 : 時系列データを使うため D-W 比に注意を払う。バイアスは発生しないが、係数
の分散が真値より小さく算出され、t-値が高めになる恐れあり。 








   ① 革新主導型経済国の GDP(PPP/IMF)と TEA （巻末資料 表 1-2） 
        注：PPP=Purchasing Power Parity (購買力平価) 
    a. 採用候補モデルと採用モデル  （注： 式の最終項 ε= 誤差項）            
      No. I-3   Adj R2 = 0.086 
          GDPt = α + β＊TEAt-1 ＋ γ＊(TEAt-1)2  ＋δ＊(TEAt-1)3 ＋ ε 
                   = 8262958 – 3164902 TEAt-1 + 413660(TEAt-1)2 – 15095(TEAt-1)3        
           No. III-3   Adj R2 = 0.184 
             TEAt = α + β＊GDPt-1 ＋ γ＊(GDPt-1)2  ＋δ＊(GDPt-1)3 ＋ ε 
                   = 7.3－1.38E-6 GDPt-1+ 2.13E-13 (GDPt-1)2   -6.80E-21 (GDPt-1)3 
           採用モデル： Adj R2が有意で高いモデル No. III-3  
      b. 仮説−１ ：GDP の成長に伴う、TEA の S 字型型仮説（Yahagi[2016]）は有効である 
     b-1 運用仮説 1：国の経済成長に伴い、事業機会型企業起業が増えるが、経済が安定するにつ
れ、人々の中にも安定志向が顕著になり数字の上では、起業活動率は低下する。 
   一方、社会が安定し豊かさが当たり前になると、安定よりも挑戦に価値を見出す「豊かな世
代」が台頭し、再び起業活動が活性化する。 
   ② 革新主導型経済国の国民一人当たり GDP (PPP/IMF) と TEA (巻末資料 表 1-３) 
     a. 採用候補モデルと採用モデル          
     No.I-3   Adj R2 = 0.026 （有意確率 = 0.000） 
             GDPt = α + β＊TEAt-1 ＋γ＊(TEAt-1)2  ＋δ＊(TEAt-1)3 ＋ ε 
          = 35072 – 713.4TEAt-1 ＋419,1(TEAt-1)2  - 26.5(TEAt-1)3 
         No.III-3   Adj R2 = 0.059  （有意確率 = 0.000） 
              TEAt = α + β＊GDPt-1 ＋γ＊（GDPt-1）2  ＋δ＊（GDPt-1）3 ＋ ε 
                   = 15,8  - 0.001GDPt-1 – 1.87E-11(GDPt-1)2  ＋1.08E-17(GDPt-1)3 
         採用モデル： Adj R2が有意で高いモデル No. III-3  
    b. 仮説－2 ：GDP の成長に伴う TEA の S 字型型仮説（Yahagi[2016]）は有効である 
        b-1 運用仮説 2 ：上記仮説−１の運用仮説 1 と同じである。 
   ③ 効率主導型経済国の GDP(PPP/IMF)と TEA （巻末資料 表 1-4） 
     a. 採用候補モデルと採用モデル                 
    No.I-2   Adj R2 = 0.014  (有意確率= 0.014) 
           GDPt = α + β＊TEAt-1 — γ＊(TEAt-1)2  ＋ ε 
                 = 81153.2 + 53362.8TEAt-1 – 1475.8(TEAt-1)2 
       No. III-3   Adj R2 = 0.002 （有意確率=0.35） 
            TEAt = α ＋β＊GDPt-1 ＋ γ＊(GDPt-1)2  ＋δ＊(GDPt-1)3 ＋ ε 
                 = 112.0 -5.8E-6GDPt-1 ＋ 4.3(GDPt-1)2  -6.2(GDPt-1)3 
       採用モデル： Adj R2が高く、有意確率がより低いモデル No. I-2  
   b. 仮説－3  : 効率主導型経済国では S 字型仮説は成り立たず、逆 U 字型である。 
    b-1 運用仮説 3：図 7 に見た様に、効率主導型経済国の多くは生計確立型の起業が主流であ 
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     り、国家経済が成長とともに増加する大企業へより安定した生計用収入源を求めるため、 
        自ら起業する人の数が減尐することは極めて現実的である。 
 ④ 効率主導型経済国の国民一人当たり GDP(PPP/IMF)と TEA  （巻末資料 表 1-5） 
   a. 採用候補モデルと採用モデル                  
   No.I-2   Adj R2 = 0.146  （有意確率 = 0.000） 
         GDPt = α + β＊TEAt-1 ＋ γ＊(TEAt-1)2  ＋ ε 
                  = 11354.8  -437.3TEAt-1 ＋ 6.0(TEAt-1)2 
      No. III-3   Adj R2 = 0.162  （有意確率 = 0.000） 
           TEAt = α ＋β＊GDPt-1 ＋ γ＊(GDPt-1)2  ＋δ＊(GDPt-1)3 ＋ ε 
                 = 15.8  - 0.001GDPt-1 – 1.9E-11(GDPt-1)2  ＋ 1.08E-17(GDPt-1)3 
       採用モデル： Adj R2が有意で高いモデル No. III-3 
    b. 仮説－4 効率主導型経済国の国民一人当GDP の成長に伴う、TEA の S 字型仮説は有効である。 
    b-1 運用仮説 4：仮説３は一国全体の GDP というマクロデータに対しては生計確立型からより    
          安定性を好む傾向だけを捉えているが、国民一人当 GDP データのモデルでは、個人差をよ   
          り敏感に捉え、豊かさがさらに高まると、今度はより魅力的な機会を求める事業機会型起業 
          活動にシフトする状況を捉えたために S 字型のモデルの説明力はわずかながら上回ったと 
          考えられる。 
 ⑤ 米国の GDP(PPP/IMF)と TEA         （巻末資料 表 1-6） 
    a. 採用候補モデルと採用モデル 
      No.I-２   Adj R2 = 0.279 （有意確率 = 0.093） 
           GDPt = α + β＊TEAt-1 ＋ γ＊(TEAt-1)2 ＋ ε 
                = 56636757.9 - 8451211TEAt-1 ＋ 408541(TEAt-1)2 
      No. III-3   Adj R2 = 0.067  （有意確率 = 0.286） 
          TEAt = α + β＊GDPt-1 ＋ γ＊(GDPt-1)2  ＋ ε 
               = 41,4 -3.59GDPt-1 ＋ 6.9(GDPt-1)2   
   採用モデル： Adj R2が有意で高いモデル No. I-2 
    b.仮説-5 : 米国社会では TEA と GDP の間には明らかな U 字型関係が成り立っている 
       b-1 運用仮説 5：米国社会では激しい企業の新陳代謝を背景に起業活動が活発であることが国家     
           経済の繁栄と表裏一体をなしている。 
 ⑥ 米国の国民一人当たり GDP(PPP/IMF)と TEA         （巻末資料 表 1-7） 
  a. 採用候補モデルと採用モデル                 
   No.I-3   Adj R2 = 0.351   （有意確率 = 0.046） 
          GDPt = α + β＊TEAt-1 ＋ γ＊(TEAt-1)2  ＋δ＊(TEAt-1)3 ＋ ε 
     = 126198 - 12069TEAt-1 ＋ γ＊(TEAt-1)2  ＋37.9(TEAt-1)3 
      No.III-3   Adj R2 = 0.206   （有意確率 = 0.112） 
          TEAt = α + β＊GDPt-1 ＋ δ＊(GDPt-1)3 ＋ ε 
                = 64.5 – 0.002GDPt-1 ＋ 3.3E-13(GDPt-1)3 
     採用モデル： Adj R2が有意で高いモデル No. I-3 
21 
 
 b.仮説-6 : 米国の国民一人当 GDP と TEA の間では S 字型仮説が成立する 
    b-1 運用仮説 6: 仮説５、仮説６共にその基盤となるモデル構造は GDP を被説明変数とする 
        ものである。現在のデータを用いての因果関係の特定は不可能であるが、矢作が GEM の 
        基本フレームワークを提案した際に想定した多元同時方程式を用いた双方向の因果関係の 
        究明を動機付けるに十分な結果が仮説－5 及び仮説－6 であると言えよう。即ち、米国社会 
        は多くの起業家の活動が国家経済を押し上げ、それがさらに新たな起業家を動機付け勇 
        気付け起業活動を活発にするというサイクルが出来上がっていることが検証できるはず 
        である。 
(5) 本実証研究の意義 
   本研究の最終目標は外国人起業家を育成することで、日本経済の活性化に貢献することであ
ることについて第 2 章以下で深く討論して行く。第１章はその様な目標が現実的なものなのか
を確認するために、起業活動と国の経済とに強い関係があるのかを検証した。 
  モデルの説明力から見ると、米国のモデルから導出した仮説-5, 仮説-6 以外は、仮説１及
び仮説-4 のモデルの Adj.R2がそれぞれ 0.18, 0.16 で、後の仮説-2 と仮説-3 のモデルはそれぞ





国の例から導かれた仮説-5,仮説-6 のモデルの Adj.R2は夫々、0.28, 0.35 とかなり高い。しか
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第 2章 外国人による起業動向 
1. 主要国の外国人起業家の動向 














メリカの総人口の 13%であるものの、過去 20 年間の中小企業経営者の増加数（180 万人）の 30%は外




のベンチャー・ファンド出資の上位 50 社のうち、外国人により設立された企業は、１社当たり平均 150 
人分の雇用を創出している。中でも、エンジニアリングならびにハイテク企業は、2006 年～2012 年に







るケースも尐なからずある。こうした状況下、アメリカでは 2015 年 1 月に超党派議員連合により「ス
タートアップ法」が議会に提出された。同法案は 2011 年以来 3 回法案が議会に提出されたもののいず
れも審議が時間切れとなり、今回が 4 度目の提案となる。その内容は、i) 高技能の起業人材向けビザ、
ならびに ii) STEM 分野の修士・博士号を取得した留学生向け就労ビザ（永住権取得の優遇措置）の新




の枠組みの中でも、2012 年 2 月よりアメリカ移民局（USCIS）が、政府の移民政策専門家や民間の起
業経験者によるチームを組成し、外国人起業人材向けに各種支援を実施する EIR（Entrepreneurs in 
Residence）イニシアチブを開始している。EIR イニシアチブのもと、ビザ取得手続きの円滑化に取り
組むほか、外国人起業人材向けに、ビザの取得方法やアメリカでの企業設立方法など各種情報やツール
を提供するウェブサイト「Entrepreneur Pathway」、起業を志す留学生向けウェブサイト「Study in the 
States」が開設されている。また、2011 年 6 月にオバマ大統領のイニシアチブのもと、対米直接投資を
推進するための連邦政府プログラム「Select USA」が商務省内に立ち上げられており、大企業ばかりで
なく中小企業や新興企業の誘致に取り組んでいる 2。 
(2)  イギリスにおける外国人の起業動向 
   Centre for Entrepreneurs によれば、イギリスで外国人により設立された企業は約 46 万社あり、全
企業（約 319 万社）の 14.5％を占めている。また、イギリス統計局の統計によると、2013 年 9 月時点
で非イギリス国籍の被雇用者は 264 万人、起業家は 45.6 万人であることから、起業家の割合は 17.2％
である。一方、イギリス国籍の被雇用者は 2,742 万人、企業の創業者は 286 万人で、起業家の割合は 




懸念する向きが多くみられるが、Centre for Entrepreneurs では、外国人の起業に伴う雇用創出や起業
家精神の喚起などを勘案すると、外国人起業人材の誘致は経済的にプラスの効果があるとしている 3。 
(3)  ドイツにおける外国人の起業動向 
連邦雇用機関の労働市場職業研究院 （IAB）の調査によれば、GEM の起業活動率（TEA）を見ると
ドイツは他国 に比べ低水準であるが、そのような中でも、ドイツ人より外国人の方が起業する傾向にあ





いることが指摘されている。ドイツ中小企業研究所によれば、2013 年の新規設立企業 34 万社のうち、





(4)   韓国における外国人の起業動向 






退の影響を受けたものと考えられる。2013 年の D-8 ビザによる在留者は 6,053 人であった 5。 













った。2013 年に、「投資・経営」の資格でわが国に在留している外国人は 13,439 人であり、同資格で
新規入国した者は 632 人であった 6。 
表 2-1 外国人起業家の誘致に係る制度 





























































地域は 50 万ドル) 













期間 E2:5 年(5 年毎 
延長) 
L1:当初 3 年(最長 
7 年/5 年)、新設は 
当初 1 年 
H-1B:当初 3 年 
(最長 6 年) 
初回 3 年 4 ヵ月・ 
切り替えは 3 年 
(2 年毎延長、最短 
3 年で定住申請可) 









5 年、3 年、1 年、 
4 ヵ月または 
3 ヵ月 














































(1)  在日外国人者数の推移 
外国人といえば訪日観光客を想像しがちである。日本政府観光局(JNTO)によれば、2017 年の累計訪
日観光客数は 2,500 万人を超えた。しかしながら、日本の人口減尐は極めて大きな問題になっている。
2018 年 1 月首相施政方針演説では、山川氏の言葉「国の力、人にあり」を引用し、「人づくり」に取り
組んだ象徴的な人物として取り上げた 9。人口が減り、内需が減尐する。それを補うために海外から人を









た。その回答を表 2-2 で整理する。       
        
表 2-2 「経営・管理」への変更可能の在留資格 
  在留資格 
経営・管理の資格に変更 
（原則不可× 可能○ 何とも言えない▲） 
1 外交 × 
2 公用 × 
3 教授 × 
4 芸術 ○ 
5 宗教 × 
6 報道 × 
7 高度専門職 ○ 
8 法律・会計業務 ○ 
9 医療 × 
10 研究 ○ 

















出所：行政書士宮川氏 インタビューの内容により 筆者作成 
表 2-2 を見ると、外国人が所持する在留資格のうち「経営・管理」を除く、観光や商用ビザは含まれ





に繋がる。図 2-1 は上記する 12 種類の在留資格の人数推移を示す。 












注：名称は 27 年に改正されたものを用いる。短期滞在の在留資格の統計データがないため除く 
出所：総務省の統計データ「在留資格者数」 
総務省ウェブページより抜粋 筆者作成 
14 技能 ○ 
15 興行 ▲ 
16 技能実習 ▲ 
17 文化活動 ▲ 
18 短期滞在 ○ 
19 留学 ○ 
20 研修 ▲ 
21 家族滞在 ○ 
22 特定活動 ○ 
23 永住者 ○ 
24 永住者の配偶者 ○ 
25 日本人配偶者 ○ 















































































































































































































































































































































平成2 4年  平成2 5年  平成2 6年  平成2 7年  平成2 8年  
芸術 法律・会計業務 研究 
教育 技術・人文知識・国際業務 企業内転勤 
技能 高度専門職 留学 
家族滞在 特定活動 合計 
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図 2-1 を見ると、「経営・管理」に変更可能な在留資格所持者数は、平成 24 年は 49 万 5183 人であっ




 在留資格とビザの違いがわからない外国人が多くいる。留学生を含む 30 人ほどの外国人に在留資格とビ
ザの違いを聞いてみた。しかし、23 人が回答できなかった。そこで、両者の違いを明示したい。 























成 28 年 4 月現在)が定められている。それぞれ法定の活動によって 4 種類に分けられる。それぞれは①
就労が認められる資格、②就労が認められない在留資格、③就労の可否が判断される在留資格、④活動





















転勤」、「技能」、「興行」、「技能実習」がある。図 2-2 でわかるように全体の 21％を占めている。この
中でも「技術・人文知識・国際業務」の在留資格を取得した人数が 161,124 人となり、就労が認めら
れる在留資格の約 3 割(平成 28 年末現在)になる。しかし、本論文の最も焦点に置いた「経営・管理」











































資格は一般的に初回が 1 年とされ、2 年目からは在留資格更新することも必要になる。そこで、「経営・
管理」在留資格の主な取得要件と更新要件を提示し、表 2-3 に示す。 
 























 出所：平成 23 年度経済産業省委託調査 (株)日本総合研究所「高度外国人の起業環境等に関する調査
報告書」(2012)p.16. 
  表 2-3 のような要件だけであっても外国人起業家にとって高いハードルがある。これだけでなく、在
留資格「経営・管理」を取得までの課題及び、取得後の課題そして取得できなかったなどの課題も抱え
る。 
















管理に切り替える最初の 3 年間の在留期間は 1 年ずつとされている。筆者も同じく起業して 4 年が経っ

















 3. 日本における外国人の起業業態と起業活動プロセス 
(1) 外国人起業のパターンと業態 

























































































































図 2-4 は、海外在住外国人の日本での起業プロセスである。(行政書士宮川氏のインタビュー) 







































































































































7. シェンゲンビザとは、半年の期間のなかで 90 日以内ビザ 
8. 一般財団法人全国銀行協会ウェブページ「経営者保証に関するガイドライン」
https://www.zenginkyo.or.jp/fileadmin/res/abstract/adr/sme/guideline.pdf  2017.12.20. 

























第 3 章 在日外国人の起業可能性: 実証研究 
1. 調査及び分析手法 














ことになる。     
    回答がしやすいということは、調査が期待した通りのデータが集まることになり、これは Validity
の高さを担保することになる。また回答者がどのような状態でも迷わず回答できる問いであれば、回











  アンケート調査表は巻末の付属資料に掲載してあるが、概要は次の通りである。 








も多くなったが、回答率は 28％（79 名）を確保できた。 




  本章の目的は特定の人物の属性から、その人が起業するか否かを予測することである。そこで 
  Xi= 人物 i の属性（その人物 i の属性が X であれば 1, X でなければ 0） 
  Yi =  その人物 i の起業実態 （起業するなら 1、しないなら 0） 
  とすると、本章の目指す統計モデルの基本構造は 
    Yi = α + βXi + ui       ---------    (2-1) 
    となる。（ui は誤差項で平均 0、標準偏差 1 の正規分布するものとする） 
 このモデル構造は通常の単回帰モデルであるが、本論文で扱う Yi は 1 か 0 しかとらない二値選択
モデルあるため、本論文の目的である起業確率を求めるためには一工夫する必要がある。つまり本論
文の目的である X＝Xi の時に Yi=1 となる確率 Pi(Yi =1)を推定するモデルを作る必要がある。この
目的を表す様に（2-1）式を修正しその期待値を表せば、 
 E(Yi|Xi) = α + βXi    --------    (2-2)  
  但し、(2-1)式では N(0,1)の正規分布を仮定したから E(ui)=0 となる。 
 ここで Pi(Yi=1)を使えは(2-2)式は 
 E(Yi|Xi) = 1xPi + 0x(1-Pi) = Pi ----  (2-3) となり、その結果 (2-2)式に戻り 
 E(Yi|Xi) = α + βXi = Pi   -----   (2-4) となる。 
 式の上では Pi が求められているが、このままでは(2-1)式を推定することになってしまい、確率と
しての 0<Y<1 が保証されない。そこで潜在変数として、起業する、しないを決定付ける「起業能
力」を捉える Y*を想定し、(2-1)式を次の様に修正する： 
 Y＊＝α + βXi + ui       ---------    (2-5)  
  アンケート調査では Y=1 か Y=0 のデータしか集まらないので、潜在変数に Yi* <0 or =0 なら Y=0 
（起業しない）、Yi＊>0  ならば Y=1 （起業する）となる機能を持たすと考え、(2-5)式の ui の累積
確率密度関数に注目する。即ち、 
 Yi*>0 は (2-5)式よりα + βXi + ui > 0 と同値であるから、ui> -α - βXi である。ここで ui の
分布を仮定する必要があるが、Xi は特定の属性を持つか持たないかの二項分布であることを考える
と、二項分布の正規分布近似の妥当性を検討しておく必要がある。 
 通常、サンプル数が「十分大きければ」二項分布 B(n,p) は正規分布 N(np,np[1-p]) で近似出来る
が（ここで n:サンプル数、p: X=1 となる確率）、何をもって「十分な大きさ」とするかが問題である。
本論文では広く使われている np>5 かつ n（1—p）>5 の経験的ルールを基準にするが、アンケート調
査で項目の一番多いのが前職と親の職業の 7 つの属性であるから、最小の p＝1/7, n=79 であり、ル




以上の検討結果を前提に ui の累積確率密度関数を利用し Pi(Yi=1)を次の様に展開する： 
  Pi = P(Yi=1) = P(Y*>0) = P(ui> -α – βXi) = 1-F(-α – βXi)  ----- (2-6)  
      但し、F(-α – βXi)は ui の累積密度関数。 
   分布は N(0,1)の正規分布であるから、左右対称となるので 
  Pi = P(Yi=1) = F(α + βXi)                       ------------------(2-7)  
となり、本論文の分析に利用している gretl は（2-7）式の Pi の推定値がアウトプットされ、それを
表 3—1〜表 3-4 として巻末に添付し、次節の分析結果の中で頻繁に引用する  
 
    
   























  質問項目に含めた 4 つの属性、すなわち、年齢、長期滞在の目的、来日前の職業、親の職業ごとに
プロビットモデルが推定した起業確率 Pi の一覧は表 5 に示し、夫々の結果から導かれる仮説は下記の





③ 来日前職業 (自営業、共同経営、会社経営、公務員、教員、学生、その他) 
④ 親の職業 (会社員、自営業、共同経営、会社経営、公務員、教員、農業、その他) 
  (1)  年齢別起業確率 




運用仮説１-１: 起業確率最低の 20 代は学生が多いこと、そして若者の経験の無さからくる  
 リスクに対する恐れがあるからである。 
  運用仮説１-2 :  30 代が最も起業確率が高く、40 代、50 代になるにつれ低下する。これは極めて 
常識的な傾向で、子ども成長と共に安定志向が強くなる。しかも、子供が巣立つ 60 代になると 
40 代のレベルに回復する。 
 (2)  長期滞在目的別起業確率 
表 3-2 に示すように留学 32％、就労 100％、家族滞在 33％、永住 75％、帰化 50％である。 
 これらの数字から導き出せる仮説は次の通りである： 
 
   仮説 2 ：起業確率は滞在目的すなわち現在どんな立場にあるかによって異なる。 
   運用仮説 2-1: 滞在目的が「留学」の起業確率がもっとも低いのは上記運用仮説 1-2 で示し 
たように若者の経験の無さからくるリスクに対する恐れに加え起業に必要な資金調達の  
目処が全く立たないことがある。 
   運用仮説 2-2: 就労を目的とする人の起業確率がもっとも高いのは、働く意欲が高いことに 
加え、日本の大企業への就職は母国を発つ前に内定を取り付けて置かない限り、殆ど不  
可能という実態もその背景にある。 
     運用仮説 2-3: 「家族滞在」を目的とした人は在留資格を持つ人の扶養家族であるから起業  
の意図はない。 




   ので、就労目的者に続く高い起業率となる。    
運用仮説 2-5:  帰化者の起業確率が永住者より低いのは、「日本人」になったことで、大企業の門
が開かれ、半数が企業勤務のキャリアを選択しているからである。 
 (3)  来日前職業別起業確率 
       表 3-3 に示すように自営業 50％、共同経営 50％、会社経営 50％、公務員 33％、教員 80％、 
学生 29％、その他 33％である。これらの数字から導き出せる仮説は次の通りである： 
 
     仮説 3：前職がビジネスの場合、職種が異なっても起業確率に全く差がない。 
それ以外では、教員の起業確率が突出している。 





(4)  親の職業別起業確率 
      表 3-4 に示すように会社員 19％、自営業 80％、共同経営 29％、会社経営 50％、公務員 50%、 
     教員 29%、農業 29%、その他 33%である。これらの数字から導き出せる仮説は次の通りである： 
     仮説 4：親が自営業の人の起業確率は突出して高く、これに会社経営が続く。一方親が会 
     社員の場合は起業確率は著しく低い。よって、起業家は親から大きな影響を受ける 
     運用仮説 4-1 親が会社員の起業確率が低いのは安定こそ最善というカルチャーの中で育ち、  
     リスク回避を重視する価値観が身に付いた結果である。 
     運用仮説 4-2親が教員の起業確率が低いのは教員が安定した職業であることを子供が良く  
     知っておりリスクの高い起業を敢えて選ぶことはない。 
     運用仮説 4-3 親が農業の起業確率が低いのは、日本で起業する場合の「最低資本金 500 万 
円もしくは常勤職員を 2 人以上雇用」の壁が農民の子供にとっては高過ぎるからである。 






































1     年代 20代 30代 40代 50代 60代       
    起業確率 17% 59% 50％〜59％ 40% 50%       
2   長期滞在目的 留学 就労 家族滞在 永住 帰化       
   起業確率 32% 100% 33% 75% 50%       
3    来日前職業 自営業 共同経営 会社経営 公務員 教員 学生 その他   
  起業確率 50% 50% 50% 33% 80% 29% 33%   





教員 農業 その他 
  起業確率 19% 80% 29% 50% 50% 29% 29% 33% 
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第 4章 結論 
  第 1 章 2.の実証研究で起業家活動と国家経済の関係について回帰分析の結果から導き出した仮説お







革新主導型経済国の GDPと TEA :「GDPの成長に
















































2. 事例による仮説の補足  
（1） 日本 
 仮説 1、2 を日本のケースに当てはめると、89 年末までは一本調子で成長を続け、S 字の最初の
ピークに達した。しかし、89〜91 年のバブル崩壊で GDP は一気に下がり始め、その後の平成 30
年間は、第二次大戦から立ち直り 80 年代までに蓄積した資産を喰いつぶすだけで、現在も S 字
の谷の部分で低迷中という状況である。 
（2） 中国 
a. 前提                                         
仮説 1-6 はあくまでもポーターの分類に基づく 3 つの経済圏(第 1 章 1 に記載)のうち、データの






c. GAFA が恐れるほどの力をつけた中国の巨大 IT 企業(バイドゥ、シャオミ、テンセント、アリババ
等)とそれらの企業を取り巻く、経済圏は一線都市に集中しており、短期間のうちに S 字の最初の
ピークに到達した。世界のマスコミが取り上げ、有力経済学者達の観測通り中国経済の停滞ととも
にこの経済圏もスローダウンは避けて通れないだろうが、瞬く間に S 字の分岐点を超え、GDP 上
昇に転ずるとの予測も可能である。 
d. メーカーを見ても、この 5 年間くらいに BYD を代表する EV メーカーの躍進が著しく、世界規模
にはならなくとも、躍進中のメーカーは無数にあり、明らかに仮説 3 の逆 U 字型、即ち効率主導型
であり、二線都市の経済圏を形成している。今から数年の停滞期を乗り越えれば一人当たり GDP
仮説 6 


















が上昇し、仮説 4 の示唆する S 字の上り坂につながる可能性は十分ある。 
農村等貧困経済圏をみると、要素主導型の経済圏として低賃金だけをよりどころとした下請けの起
業しか生計の道がないことは十分想定できる。 






































































































 また、筆者が社会人になって 17 年間、著名な大企業の名刺を出す者と名の知られていない企業の名刺
を出す者とでは、相手の日本人の対忚が明らかに違うことを毎日目の当たりにしている。 
 この実態認識が正しければ、最近急増している日本人起業家の増加を目指した諸政策は効果的とは言









ているのが仮説 1〜4 である。以下、各仮説ごとに具体的な方策をまとめる。 
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V13:V122 = [TEA(t-1)]2 




















表-2 革新主導型経済国の GDP と TEA  モデル一覧 
V1:国名   被説明変数 説明変数 ベータ t Adj R2 
V2:Year=t Ⅰ－1 V3（GDP t） V12 0.171 2.968 0.026 
V3:GDP(t) Ⅰ－2 V3（GDPt） 
V12 -0.234 -0.949 
0.032 
V13 0.417 1.693 
V4:GDP(t-1) Ⅰ－3 V3（GDPt） 
V12 -2.953 -4.336 
0.086 V13 -0.913 -0.609 
V14 6.396 4.5 




V12 -0.199 -0.779 
-0.005 
V13 0.2 0.784 
V7:TEA(t) Ⅱ－3 V6（V5*100/V4） 
V12 -0.145 -0.2021 
-0.008 V13 0.082 0.054 
V14 0.067 -0.079 
V8:V72 [TEA(t)]2 Ⅲ－1 V7（TEA t） V4 0.196 3.405 0.035 
V9:V73 [TEA(t)]3 Ⅲ－2 V7（TEA t） 
V4 -9.08 -5.434 
0.177 




Ⅲ－3 V7（TEA t） 
V4 -1.458 -5.105 
0.184 V15 3.147 3.684 
V16 -1.476 -2.364 
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革新主導型経済国の GDP と TEA  
採用候補モデル I-3 
記述統計 




TEA(t-1) 6.64 2.825 293 
[TEA(t-1)]＾2 52.03 46.822 293 
[TEA(t-1)]＾3 473.64 682.901 293 
モデルの要約 













.310a .096 .086 
2894225.54
9 
.096 10.215 3 289 .000 




t 値 有意確率 B 標準誤差 ベータ 
1 (定数) 8262958.917 1772477.882  4.662 .000 
TEA(t-1) -3164902.077 729380.559 -2.953 -4.339 .000 
[TEA(t-1)]＾2 413660.288 91918.999 6.396 4.500 .000 
[TEA(t-1)]＾3 -15095.332 3536.896 -3.404 -4.268 .000 
















革新主導型経済国の GDP と TEA 
採用候補モデル III-3 
記述統計 
 平均値 標準偏差 度数 
TEA(t) 6.64 2.829 292 
GDP(t-1) 1610380.89 2981132.416 292 
[GDP(t-1)]＾2 11450041634872.31 41656619869342.460 292 












変化量 F 変化量 自由度 1 自由度 2 
有意確率 F 
変化量 
1 .439a .193 .184 2.555 .193 22.893 3 288 .000 




t 値 有意確率 B 標準誤差 ベータ 
1 (定数) 7.347 .224  32.827 .000 
GDP(t-1) -1.384E-6 .000 -1.458 -5.105 .000 
[GDP(t-1)]＾2 2.137E-13 .000 3.147 3.684 .000 
[GDP(t-1)]＾3 -6.799E-21 .000 -1.476 -2.364 .019 





















表－4 効率主導型経済国 GDP と TEA  モデル一覧 
国名   被説明変数 説明変数 ベータ t-値 Adj R2 
V2:Year=t Ⅰ－1 V3（GDP t） V12 0.045 0.514 -0.006 
V3:GDP(t) Ⅰ－2 V3（GDPt） 
V12 0.494 1.968 
0.014 
V13 -0.478 -1.905 
V4:GDP(t-1) Ⅰ－3 V3（GDPt） 
V12 0.686 0.98 
0.007 V13 -0.913 -0.609 











V12 -0.471 -1.879 
0.015 




V12 -1.12 -1.605 
0.015 V13 1.845 1.237 
V14 -0.887 -0.997 
V8:V72 [TEA(t)]2 Ⅲ－1 V7（TEA t） V4 0.072 0.837 -0.002 
V9:V73 [TEA(t)]3 
Ⅲ－2 V7（TEA t） 
V4 -0.115 0.56 -0.002 
  V15 0.206 1.006 -0.002 




Ⅲ－3 V7（TEA t） 
V4 -0.614 -1.382 
0.002 V15 1.877 1.405 




効率主導型経済国の GDP と TEA 






t 値 有意確率 B 標準誤差 ベータ 
1 (定数) 81153.225 196812.011  .412 .681 
V12 53362.799 27116.328 .494 1.968 .051 
V13 -1475.839 774.642 -.478 -1.905 .059 

















 平均値 標準偏差 度数 
V3 428373.33 743301.563 135 
V12 11.393 6.8823 135 
V13 176.6859 240.91392 135 
モデルの要約 
モデル R R2 乗 
調整済み 
R2 乗 推定値の標準誤差 
変化の統計量 
R2 乗変化量 F 変化量 自由度 1 自由度 2 
有 意 確 率  F 
変化量 
1 .169a .029 .014 738089.221 .029 1.950 2 132 .146 







 平均値 標準偏差 度数 
V7 TEA(t) 11.273 6.8994 136 
V4 GDP(t-1) 409208.12 727646.732 136 
V15 [GDP(t-1)]^2 693027889632.46 2953624099367.261 136 
V16 [GDP(t-1)]^3 2219018820297192700.00 13909785281101790000.000 136 
 





























変化量 F 変化量 自由度 1 自由度 2 
有意確率 F  
変化量 
1 .157a .025 .002 6.8912 .025 1.107 3 132 .349 




t 値 有意確率 B 標準誤差 ベータ 
1 (定数) 11.982 .913  13.117 .000 
V4 GDP(t-1) -5.822E-6 .000 -.614 -1.382 .169 
V15 [GDP(t-1)]^2 4.384E-12 .000 1.877 1.405 .162 
V16 [GDP(t-1)]^3 -6.154E-19 .000 -1.241 -1.266 .208 




















V25:１人 GDP(t)-１人 GDP(t-1) 




V30:V262 =[[１人 GDP(t)-１人 GDP(t-1)]*100/１人 GDP(t-1)]2 
V31:V263 =[[１人 GDP(t)-１人 GDP(t-1)]*100/１人 GDP(t-1)]3 
V32:TEA(t-1) 
V33:V322 = [TEA(t-1)]2 






表—３革新主導型経済国国民 1 人当 GDP と TEA モデル一覧 
モデル NO. 被説明変数 説明変数 ベータ    t 値 Adj R2 
Ⅰ－1 V23（GDP t） V32 -0.36 V32：-0.61 -0.002 
Ⅰ－2 V23（GDPt） 
V32 0.746 V32：3.027 
0.024 
V33 -0.731 V33:-2.965 
Ⅰ－3 V23（GDPt） 




V33 1.174 V33：0.801 
V34 -1.084 V34：-1.319 
Ⅰ－3－1 V23（GDPt） V34 -0.043 V34:-0.741 -0.002 
Ⅱ－1 V26（V5*100/V4） V32 -0.011 V32：-0.178 -0.003 
Ⅱ－2 V26（V5*100/V４） 
V32 -0.171 V32：-674 
-0.005 
V33 -0.165 V33：0.65 
Ⅱ－3 V26（V5*100/V４） 
V32 -0.183 V32： -0.253 
-0.009 
V33 0.191 V33：0.126 
V34 0.015 V34：-0.017 
Ⅲ－1 V27（TEA t） V24 0.091 V24：1.565 0.005 
Ⅲ－2 V27（TEA t） 
V24 -0.1 V24：-0.478 
0.005 
V35 -0.202 V35：0.962 
Ⅲ－3 V27（TEA t） 
V24 -2.776 V24：-4.15 
0.059 
採用 
V35 6.075 V35：4.229 










 平均値 標準偏差 度数 
V23 GDP(t)/人 39583.73 16696.716 294 
V32 TEA(t-1)/人 6.65 2.823 294 
V33 [TEA(t-1)]^2/人 52.12 46.765 294 
V34 [TEA(t-1)]^3/人 474.34 681.842 294 
モデルの要約 







変化量 F 変化量 自由度 1 自由度 2 
有意確率 
F 変化量 
1 .191a .036 .026 16475.144 .036 3.645 3 290 .013 




t 値 有意確率 B 標準誤差 ベータ 
1 (定数) 35071.787 10089.668  3.476 .001 
V32 TEA(t-1)/人 -713.396 4151.784 -.121 -.172 .864 
V33 [TEA(t-1)]^2/人 419.063 523.108 1.174 .801 .424 
V34 [TEA(t-1)]^3/人 -26.538 20.124 -1.084 -1.319 .188 




















 平均値 標準偏差 度数 
V27 TEA(t) 6.65 2.824 294 
V24 GDP(t-1)/人 38031.00 16567.371 294 
V35 [GDP(t-1)/人]^2 1719901411.96 1645204882.208 294 
V36[GDP(t-1)/人]^3 91504842027698.60 150740477112659.100 294 
モデルの要約 
モデル R R2 乗 









1 .262a .069 .059 2.740 .069 7.115 3 290 .000 




t 値 有意確率 B 標準誤差 ベータ 
1 (定数) 12.527 1.590  7.876 .000 
V24 GDP(t-1)/人 .000 .000 -2.776 -4.150 .000 
V35 [GDP(t-1)/人]^2 1.043E-8 .000 6.075 4.299 .000 
V36[GDP(t-1)/人]^3 -6.358E-14 .000 -3.394 -4.201 .000 






















































表 5 効率主導経済国 1 人当たり GDP と TEA モデル一覧 
モデル NO. 被説明変数 説明変数 ベータ   t-値 Adj R2 
Ⅰ－1 V23（GDP t） V32 -0.382 V32：-4.779 0.139 
Ⅰ－2 V23（GDPt） 
V32 -0.694 V32：-2.989 
0.146   
V33 0.332 V33：1.431 
Ⅰ－3 V23（GDPt） 
V32 -0.708 V32：-1.099 
0.14 V33 0.363 V33：0.265 
V34 -0.018 V34：-0.022 
Ⅱ－1 V26（V5*100/V4） V32 0.073 V32：0.854 -0.002 
Ⅱ－2 V26（V5*100/V４） 
V32 0.136 V32：0.538 
-0.009 
V33 -0.067 V33：-0.264 
Ⅱ－3 V26（V5*100/V４） 
V32 -0.289 V32： -0.413 
-0.013 V33 0.888 V33：0.598 
V34 -0.557 V34：-0.652 
Ⅲ－1 V27（TEA t） V24 -0.383 V24：-4.837 0.14 
Ⅲ－2 V27（TEA t） 
V24 -0.36 V24：-4.518 
0.152 
V35 -0.136 V35：-1.708 
Ⅲ－3 V27（TEA t） 
V24 -0.367 V24：-4.619 
0.162  






    効率主導経済国 1 当たり GDP(t)と TEA(t-1) 採用候補モデル Ⅰ-2 
 
記述統計 
 平均値 標準偏差 度数 
V23 GDP(t) 7433.75 4366.045 137 
V32 TEA(t-1) 11.416 6.9310 137 
V33 [TEA(t-1)]^2 178.01 241.121 137 
モデルの要約 





変化量 F 変化量 自由度 1 自由度 2 
有意確率 
F 変化量 
1 .398a .159 .146 4034.652 .159 12.629 2 134 .000 




t 値 有意確率 B 標準誤差 ベータ 
1 (定数) 11354.791 1057.552  10.737 .000 
V32 TEA(t-1) -437.327 146.323 -.694 -2.989 .003 
V33 
[TEA(t-1)]^2 
6.019 4.206 .332 1.431 .155 



















 効率主導経済国 1 当たり GDP(t)と TEA(t-1)  
 採用候補モデル III－3 
 
記述統計 
 平均値 標準偏差 度数 
V27 (TEAt) 11.378 6.9204 138 
V24 GDP(t-1)/人 6248.03 3846.296 138 
V35 [GDP(t-1)/人]^2 55613361034.71 314893154572.924 138 
V36 [GDP(t-1)/人]^3 72949140520992000.00 464473525257995780.000 138 
モデルの要約 






R2 乗変化量 F 変化量 自由度 1 自由度 2 有意確率 F 変化量 
1 .425a .181 .162 6.3339 .181 9.849 3 134 .000 




t 値 有意確率 B 標準誤差 ベータ 
1 (定数) 15.750 1.037  15.188 .000 
V24 GDP(t-1)/人 -.001 .000 -.367 -4.619 .000 
V35 [GDP(t-1)/人]^2 -1.868E-11 .000 -.850 -1.887 .061 
V36 [GDP(t-1)/人]^3 1.081E-17 .000 .726 1.610 .110 


















表 6 アメリカ GDP と TEA の回帰分析 モデル一覧 
 
モデルNO. 被説明変数 説明変数 ベータ t Adj R2 
Ⅰ－1 V3（GDP t） V12 -0.072 -0.229 -0.094 
Ⅰ－2 V3（GDPt） 
V12 -7.997 -2.502 
0.279 
V13 7.951 2.487 
Ⅰ－3 V3（GDPt） 
V12 -4.163 -2.602 
0.084 
V13   -1.664 
V14 4.142 2.589 
Ⅰ－3－1 V3（GDPt） V14 0.031 0.098 -0.099 
Ⅱ－1 V6（V5*100/V4） V12 0.2 0.647 -0.056 
Ⅱ－2 V6（V5*100/V4） 
V12 -1.739 -0.432 
-0.143 
V13 1.946 0.483 
Ⅱ－3 V6（V5*100/V4） 
V12 -0.705 -0.343 
-0.148 V13   0.945 
V14 0.917 0.446 
Ⅲ－1 V7（TEA t） V4 -0.011 -0.036 -0.091 
Ⅲ－2 V7（TEA t） 
V4 -7.978 -1.602 
0.045 
V15 7.98 1.603 
Ⅲ－3 V7（TEA t） 
V4 -4.144 -1.684 
0.067 
V15   -1.779 
V16 4.16 1.69 





アメリカ GDP(t)と TEA(t)  採用候補モデル I－2 
記述統計 
 平均値 標準偏差 度数 
V3GDP(t) 14052367.92 1783988.096 12 
V12TEA(t-1) 10.71 1.688 12 
V13[TEA(t-1)]＾2 117.28 34.718 12 
 
モデルの要約 
モデル R R2 乗 









.641a .410 .279 
1514377.48
6 
.410 3.133 2 9 .093 




t 値 有意確率 B 標準誤差 ベータ 
1 (定数) 56636757.850 17046824.496  3.322 .009 
V12TEA(t-1) -8451211.209 3378152.356 -7.997 -2.502 .034 
V13[TEA(t-1)]＾2 408540.726 164263.495 7.951 2.487 .035 




















 平均値 標準偏差 度数 
V7TEA(t) 10.86 1.708 13 
V4GDP(t-1) 13297835.77 1973885.312 13 













R2 乗変化量 F 変化量 自由度 1 自由度 2 
有意確率 F 
変化量 
1 .472a .222 .067 1.650 .222 1.429 2 10 .284 




t 値 有意確率 B 標準誤差 ベータ 
1 (定数) 41.355 18.256  2.265 .047 
V4GDP(t-1) -3.586E-6 .000 -4.144 -1.684 .123 
V16[GDP(t-1)]＾3 6.894E-21 .000 4.160 1.690 .122 


















表 7 アメリカ 1 人当たり GDP と TEA の回帰分析 モデル一覧 
モデル NO. 被説明変数 説明変数 ベータ t  Adj R2 
Ⅰ－1 V23（GDP t） V32 0.101 V32:0.338 -0.08 
Ⅰ－2 V23（GDPt） 
V32 -8.199 V32：-2.73 
0.329 
V33 8.327 V33：2.773 
Ⅰ－3 V23（GDPt） 
V32 -4.205 V32：-2.782 
0.351 V33   V33：-1.818 
V34 4.358 V34：2.883 
Ⅰ－3－1 V23（GDP t） V34 0.203 0.688 -0.046 
Ⅱ－1 V26（V5*100/V4） V32 0.213 V32：0.723 -0.041 
Ⅱ－2 V26（V5*100/V４） 
V32 -2.197 V32：-0.571 
-0.102 
V33 2.417 V33：0.628 
Ⅱ－3 V26（V5*100/V４） 
V32 -0.94 V32： -0.476 
-0.107 V33   V33：1 
V34 1.167 V34：0.591 
Ⅲ－1 V27（TEA t） V24 0.148 V24：0.519 -0.06 
Ⅲ－2 V27（TEA t） 
V24 -11.116 V24：-2.135 
0.19 
V35 11.277 V35：2.166 
Ⅲ－3 V27（TEA t） 
V24 -5.565 V24：-2.17 
0.206 
V35   V35：-1.602 





アメリカ １人当たり GDP(t)と TEA(t)  採用候補モデル I－3 
記述統計 
 平均値 標準偏差 度数 
V23 GDP(t) 46916.00 4902.137 13 
V32 TEA(t-1) 10.86 1.708 13 
V33 [TEA(t-1)]^2 120.67 35.410 13 
 V34[TEA(t-1)]^3 1366.28 563.481 13 
モデルの要約 
モデル R R2 乗 





R2 乗変化量 F 変化量 自由度 1 自由度 2 
有意確率 
F 変化量 
1 .678a .459 .351 3948.037 .459 4.250 2 10 .046 




t 値 有意確率 B 標準誤差 ベータ 
1 (定数) 126197.799 29521.396  4.275 .002 
V32 TEA(t-1) -12068.971 4338.982 -4.205 -2.782 .019 
 V34[TEA(t-1)]^3 37.917 13.153 4.358 2.883 .016 




















アメリカ １人当たり GDP(t)と TEA(t)  採用候補モデル Ⅲ－3 
記述統計 
 平均値 標準偏差 度数 
1 人当たり V27 (TEAt) 11.07 1.819 14 
1 人当たり V24 GDP(t-1) 44934.29 5401.867 14 
1 人当たり V35 [GDP(t-1)/人]^2 2046185902.71 477362551.514 14 
1 人当たり V36 [GDP(t-1)/人]^3 94335606947767.14 31961211068618.070 14 
モデルの要約 






R2 乗変化量 F 変化量 自由度 1 自由度 2 
有意確率 
F 変化量 
1 .573a .328 .206 1.621 .328 2.683 2 11 .112 




t 値 有意確率 B 標準誤差 ベータ 
1 (定数) 64.465 25.146  2.564 .026 
1 人当たり V24 GDP(t-1) -.002 .001 -5.565 -2.170 .053 
1 人 当 た り V36 
[GDP(t-1)/人]^3 
3.267E-13 .000 5.740 2.238 .047 
























































a.中国   b.韓国  c.フィリピン  d.台湾     e.ベトナム f.その他(                 ) 
2. 性別：  a.男     b.女 
3. 年齢： 
a.10 代  b.20 代 c.30 代  d.40 代 e.50 代 f.60 代以上 
4. 最初日本に来られたきっかけは何ですか？ 
a.留学  b.技能  c.家族滞在 その他（          ） 
5. 日本に最初に来られたときの最終学歴 
a.高校   b.大学  c.大学院 d.その他（       ） 
6. 日本に最初に来られたときの職歴 
a.会社勤務  b.自営業 c.その他（      ） 
7. ご両親の職業 
a.会社勤務  b.会社経営者  c.共同経営  d.自営業 e.公務員  f.教員（小 中 高校 大学） 
g.その他 
8. ３年以内に日本で起業する予定がありますか？ 
a.あり    b. 3 年を超えた将来に起業予定あり   c. 既に起業済   d. なし  
9. 問８で d（起業予定なし）と答えた方の理由 
a.就職の方が安定的な収入がある       b.日本に自信がない   c.資金調達が困難しそう 
d.起業までのコストがかかる   e.失敗のリスクが大きい  g.起業の手続きが複雑で解り難しい 
f.成功しても社会的な評価が低い       h.その他（                  ） 
10. 問８で a（3 年以内起業予定あり）を答えた方の理由 
a. サラリーマンの以上の収入が欲しい  b.成功したときの達成感が大きい c.就職が難しい      
d. 社会貢献に通じる事業を起こしたい   e. 人の上に立つ仕事が好き        
f.人に雇われるのは嫌い   g. 連帯保証人の問題    h.その他（         ）   
11.   
11-1 問８で a.b.又は c と答えた方：起業する場所はどこですか？ 
a.栃木県       b.その他県（         ） 
11-2 現在の在留資格はなんですか？ 
a.経営・管理 b.技術・人文知識・国際業務  c.技能  d.留学  e.短期滞在  f.家族滞在 
その他（             ） 
11-3 問８で a.b.と答えた方起業するときに取得している在留資格はなんですか？ 
78 
 
（                   ） 
12. 問８で c(既に起業済み)と答えた方（複数回答可） 
12-1 起業して良かったこと 
a.起業してよかったと思っている     b.地域貢献ができ、やりがいがある 
c.自分好きなことができた     d.多くのつながりができた  e.社会的に高く評価され、満足 
f.その他 
12-3 起業して困ったこと 
a.資金調達が大変   b.外国人への偏見（例；赤字続くとビザの取得が難しい）c.人材確保が大変 
d.その他（           ） 
13. 起業するにあたって望む取り組み 
 a.起業・経営に関するセミナー  b.外国人起業家のためのマニュアル   
 c.資金補助制度のサポート   d.起業場所探索と契約のサポート 
e.起業後の経営相談とサポート   f.ファンドのサポート 
14. 起業した際に資金調達はどうしましたか？ 
a.自己資金  b.金融機関から調達  c.友人から調達  d.家族から調達  e.その他（    ） 
15. 起業した分野はなんですか？ 
a.農業（具体的；                ） 
b.建築業（具体的；                ） 
c.工業「工場」（具体的；                ） 
e.サービス業（具体的；                ） 
f.IT 業（具体的；                ） 
g.その他（             具体的；                ） 
16. 起業の最終目標 














































1．国籍 2．現住所 3．性別 4．年齢 5．目的 6．最終学歴
a b c d e f (都道府県) a. b. a b c d e f a b c d a b c d
1 1 東京都 1 1 1 1
2 1 東京都 1 1 1 1
3 1 東京都 1 1 1 1
4 1 千葉県 1 1 1 1
5 1 東京都 1 1 1 1
6 1 千葉県 1 1 1 1
7 1 千葉県 1 1 1 1
8 1 千葉県 1 1 1 1
9 1 東京都 1 1 1 1
10 1 東京都 1 1 1 1
11 1 千葉県 1 1 1 1
12 1 1 1 1 1
13 1 千葉県 1 1 1 1
14 1 千葉県 1 1 1 結婚 1
15 1 千葉県 1 1 1 1
16 1 1 1 1 1
17 1 東京都 1 1 1 1
18 1 東京都 1 1 1 1
19 1 東京都 1 1 1 1
20 1 東京都 1 1 1 1
21 1 東京都 1 1 1 1
22 1 東京都 1 1 1 1
23 1 東京都 1 1 1 1
24 1 千葉県 1 1 1 1
25 1 千葉県 1 1 1 1
26 1 東京都 1 1 1 1
27 1 千葉県 1 1 1 1
28 1 千葉県 1 1 1 1
29 1 千葉県 1 1 1 1
30 1 千葉県 1 1 1 1
31 1 千葉県 1 1 1 1
32 1 東京都 1 1 1 1
33 1 千葉県 1 1 1 1
34 1 栃木県 1 1 1 1
35 1 栃木県 1 1 1 1
36 1 栃木県 1 1 1 1
37 1 栃木県 1 1 1 1
38 1 栃木県 1 1 1 1
39 1 栃木県 1 1 1 1
40 1 東京都 1 1 1 1
41 1 埼玉県 1 1 1 1
42 1 埼玉県 1 1 1 1
43 1 東京都 1 1 1 1
44 1 東京都 1 1 1 1
45 1 千葉県 1 1 1 1
46 1 日本 東京都 1 1 1 永住 1
47 1 東京都 1 1 1 1
48 1 東京都 1 1 1 1
49 1 東京都 1 1 1
50 1 東京都 1 1 1 1
51 1 日本帰化 東京都 1 1 1 1
52 1 日本 東京都 1 1 1 1
53 1 日本 東京都 1 1 1
54 1 東京都 1 1 1 永住 1
55 1 東京都 1 1 1 1
56 1 埼玉県 1 1 1 永住 1
57 1 栃木県 1 1 1 1
58 1 栃木県 1 1 1 1
59 1 栃木県 1 1 1 1
60 1 ドイツ 栃木県 1 1 1 1
61 1 栃木県 1 1 1 1
62 1 栃木県 1 1 1 1
63 1 ドイツ 栃木県 1 1 1 1
64 1 栃木県 1 1 1 1
65 1 栃木県 1 1 1 1
66 1 栃木県 1 1 1 1
67 1 栃木県 1 1 1 1
68 1 栃木県 1 1 1 1
69 1 マレーシア 栃木県 1 1 1 1 1
70 1 マレーシア 栃木県 1 1 1 1
71 1 栃木県 1 1 1 1
72 1 マレーシア 栃木県 1 1 1 1
73 1 マレーシア 栃木県 1 1 1 1
74 1 栃木県 1 1 1 1
75 1 栃木県 1 1 1 1
76 1 栃木県 1 1 1 1
77 1 栃木県 1 1 1 1
78 1 イギリス 栃木県 1 1 1 1
79 1 栃木県 1
1．国籍 2．現住所 3．性別 4．年齢 5．目的 6．最終学歴
a b c d e f (都道府県) a. b. a b c d e f a b c d a b c d















































7.前職 8．両親の職業 9．起業予定 10 起業予定なし理由
a b c d e f ｇ a b c d e f ｇ a b c d a b c d e f ｇ ｈ
1 1 1
1 なし 1 1
1 学生 1 1
1 1 1 1
1 1 1
1 学生 1 1 1
1 学生 1 農業 1
1 学生 1 1 1
1 1 1
1 1 1 1
1 大学生 1 1
1 学生 1 1
1 1 1 1
1 1 1
1 1 1
1 学生 1 1
1 1 1
1 1 1 1
1 1 1
1 学生 1 1
なし 1 1




1 1 1 1
1 看護師 1 1
1 学生 1 1 1
1 1 1
1 1 1 1
1 1 1 1
1 1 1
1 学生 1 1 1
1 大学生 1 1 1 1 1 1 1
1 1 1 1
1 1 1 1
1 1 1 1 1
1 1 1 1 1
1 1 1 1 1
1 1 1
1 1 1 1
1 1 1 1 1
1 学生 1 1 1
1 1 1 1
1 1 1 1
1 1 1
1 販売者 1 1
1 1 1 1
1 1 1
1 1 1
1 学生 1 農業 1
1 学生 1 1 1
1 1 1
1 1 医師 1 1
1 1 1 1
1 なし 1 1
1 学生 1 1 1
1 学生 1 1 1
1 学生 1 1 1
1 学生 1 社員 1 1
1 なし 1 1 1
1 学生 1 1 1
1 学生 1 1 1
1 学生 1 1 1
1 学生 1 1 1
1 1 1 1
1 学生 1 1 1
1 1 1
1 学生 1 1
1 1 1 1
1 学生 1 1 1
1 学生 1 1 1
1 学生 1 1 1
1 学生 1 1 1
1 学生 1 1 1
1 1 1 1 1
1 学生 1 1 1
1 学生 1 1
7.前職 8．両親の職業 9．起業予定 10 起業予定なし理由
a b c d e f ｇ a b c d e f ｇ a b c d a b c d e f ｇ ｈ










































11 3年先起業理由 12-1起業場所 12-2 現在の資格 13-1起業してよかった理由 13-2
a b c d e f a b a b c d e f a b c d e f a
1 1 東京都 1 永住
1 チャンスあり 1 東京都
1 千葉県 1 永住 1 まだ見つかっていない
1 1 1 東京都
1





1 1 千葉県 1 永住
1 千葉県 1 1 1 1
1 東京都・千葉県 1
1 1 東京都・千葉県
1 1 東京都 1 永住 1 1 1 1
1 1 東京都 1
1
1 東京都 1 1 1
1 1 東京都 1 永住 1 1
1




1 1 東京都 1 1 1
1 1 千葉県 1 1
1 生活の為 1 千葉県・東京都
1 1 東京都 1
1 1 東京都 1 永住
1 東京都 1
1 東京都 1 1 1
1 東京都 1
1 1 東京都 1 1






11 3年先起業理由 12-1起業場所 12-2 現在の資格 13-1起業してよかった理由 13-2
a b c d e f a b a b c d e f a b c d e f a





起業後のつらい経験 14 起業時ほしい支援 15 起業資金の調達 16 起業した分野
b c d a b c d e f ｇ ｈ a b c d e f ｇ a b c d
1 1 1 1 1 1
1
まだ見つかっていない 業務開拓が大変 1 1
1 1
1 1 1 1 1 1
1 1 1 1 1
1 1 1
1 1 1 1 1
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 貿易




1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 1 ○
1 1 1
1 1 1 1 1 1
1 1 1 1
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 1 1 1
1
1 1 1 1 1





1 1 1 1 1 1
1 1 1








1 1 1 1
1 1






起業後のつらい経験 14 起業時ほしい支援 15 起業資金の調達 16 起業した分野
b c d a b c d e f ｇ ｈ a b c d e f ｇ a b c d






f ｇ ｈ a b c d e f ｇ
1 1 1
1





1 1 1 1
1
































f ｇ ｈ a b c d e f ｇ











表 3-1 年代別起業率  
表 3-2 長期滞在目的別起業率 
表 3-3 来日前職別起業率 

























表 3-1 年代別起業率  











i Pi X1 X2 X3 X4 X5 
1 0.588235 0 1 0 0 0 
2 0.588235 0 1 0 0 0 
3 0.588235 0 1 0 0 0 
4 0.588235 0 1 0 0 0 
5 0.588235 0 1 0 0 0 
6 0.166667 1 0 0 0 0 
7 0.588235 0 1 0 0 0 
8 0.166667 1 0 0 0 0 
9 0.588235 0 1 0 0 0 
10 0.588235 0 1 0 0 0 
11 0.588235 0 1 0 0 0 
12 0.166667 1 0 0 0 0 
13 0.588235 0 1 0 0 0 
14 0.400000 0 0 0 1 0 
15 0.588235 0 1 0 0 0 
16 0.166667 1 0 0 0 0 
17 0.588235 0 1 0 0 0 
18 0.166667 1 0 0 0 0 
19 0.166667 1 0 0 0 0 
20 0.166667 1 0 0 0 0 
21 0.166667 1 0 0 0 0 
22 0.588235 0 1 0 0 0 
23 0.166667 1 0 0 0 0 
24 0.166667 1 0 0 0 0 
25 0.588235 0 1 0 0 0 
26 0.588235 0 1 0 0 0 
27 0.588235 0 1 0 0 0 
28 0.588235 0 1 0 0 0 
29 0.166667 1 0 0 0 0 
30 0.400000 0 0 0 1 0 
31 0.588235 0 1 0 0 0 
32 0.588235 0 1 0 0 0 
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33 0.588235 0 1 0 0 0 
34 0.166667 1 0 0 0 0 
35 0.166667 1 0 0 0 0 
36 0.588235 0 1 0 0 0 
37 0.588235 0 1 0 0 0 
38 0.588235 0 1 0 0 0 
39 0.400000 0 0 0 1 0 
40 0.588235 0 1 0 0 0 
41 0.588235 0 1 0 0 0 
42 0.588235 0 1 0 0 0 
43 0.588235 0 1 0 0 0 
44 0.166667 1 0 0 0 0 
45 0.588235 0 1 0 0 0 
46 0.500000 0 0 0 0 1 
47 0.588235 0 1 0 0 0 
48 0.588235 0 1 0 0 0 
49 0.588235 0 1 0 0 0 
50 0.588235 0 1 0 0 0 
51 0.588235 0 1 0 0 0 
52 0.500000 0 0 0 0 0 
53 0.400000 0 0 0 1 0 
54 0.400000 0 0 0 1 0 
55 0.166667 1 0 0 0 0 
56 0.500000 0 0 1 0 0 
57 0.166667 1 0 0 0 0 
58 0.166667 1 0 0 0 0 
59 0.166667 1 0 0 0 0 
60 0.166667 1 0 0 0 0 
61 0.166667 1 0 0 0 0 
62 0.166667 1 0 0 0 0 
63 0.166667 1 0 0 0 0 
64 0.166667 1 0 0 0 0 
65 0.166667 1 0 0 0 0 
66 0.166667 1 0 0 0 0 
67 0.166667 1 0 0 0 0 
68 0.166667 1 0 0 0 0 































70 0.166667 1 0 0 0 0 
71 0.166667 1 0 0 0 0 
72 0.166667 1 0 0 0 0 
73 0.166667 1 0 0 0 0 
74 0.166667 1 0 0 0 0 
75 0.166667 1 0 0 0 0 
76 0.588235 0 1 0 0 0 
77 0.500000 0 0 1 0 0 
78 0.166667 1 0 0 0 0 
79 0.166667 1 0 0 0 0 
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表 3-2 長期滞在目的別起業率 
回答者 No 起業確率推定値 留学 就労 家族滞在 永住 帰化 
i Pi X1 X2 X3 X4 X5 
1 0.321429 1 0 0 0 0 
2 0.321429 1 0 0 0 0 
3 0.321429 1 0 0 0 0 
4 0.321429 1 0 0 0 0 
5 1.000000 0 1 0 0 0 
6 0.321429 1 0 0 0 0 
7 0.321429 1 0 0 0 0 
8 0.333333 0 0 1 0 0 
9 0.321429 1 0 0 0 0 
10 0.321429 1 0 0 0 0 
11 0.321429 1 0 0 0 0 
12 0.321429 1 0 0 0 0 
13 0.321429 1 0 0 0 0 
14 0.333333 0 0 1 0 0 
15 0.321429 1 0 0 0 0 
16 0.321429 1 0 0 0 0 
17 0.321429 1 0 0 0 0 
18 0.321429 1 0 0 0 0 
19 0.321429 1 0 0 0 0 
20 0.321429 1 0 0 0 0 
21 0.321429 1 0 0 0 0 
22 0.321429 1 0 0 0 0 
23 0.321429 1 0 0 0 0 
24 0.321429 1 0 0 0 0 
25 0.333333 0 0 1 0 0 
26 1.000000 0 1 0 0 0 
27 0.333333 0 0 1 0 0 
28 0.321429 1 0 0 0 0 
29 0.333333 0 0 1 0 0 
30 0.333333 0 0 1 0 0 
31 0.321429 1 0 0 0 0 
32 0.321429 1 0 0 0 0 
33 0.321429 1 0 0 0 0 
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34 0.321429 1 0 0 0 0 
35 0.321429 1 0 0 0 0 
36 0.333333 0 0 1 0 0 
37 0.333333 0 0 1 0 0 
38 0.333333 0 0 1 0 0 
39 0.333333 0 0 1 0 0 
40 1.000000 0 1 0 0 0 
41 0.333333 0 0 1 0 0 
42 0.321429 1 0 0 0 0 
43 0.321429 1 0 0 0 0 
44 0.321429 1 0 0 0 0 
45 0.333333 0 0 1 0 0 
46 0.750000 0 0 0 1 0 
47 0.321429 1 0 0 0 0 
48 1.000000 0 1 0 0 0 
49 1.000000 0 1 0 0 0 
50 0.321429 1 0 0 0 0 
51 0.500000 0 0 0 0 1 
52 0.500000 0 0 0 0 1 
53 0.750000 0 0 0 1 0 
54 0.750000 0 0 0 1 0 
55 0.321429 1 0 0 0 0 
56 0.750000 0 0 0 1 0 
57 0.321429 1 0 0 0 0 
58 0.321429 1 0 0 0 0 
59 0.321429 1 0 0 0 0 
60 0.321429 1 0 0 0 0 
61 0.321429 1 0 0 0 0 
62 0.321429 1 0 0 0 0 
63 0.321429 1 0 0 0 0 
64 0.321429 1 0 0 0 0 
65 0.321429 1 0 0 0 0 
66 0.321429 1 0 0 0 0 
67 0.321429 1 0 0 0 0 
68 0.321429 1 0 0 0 0 































70 0.321429 1 0 0 0 0 
71 0.321429 1 0 0 0 0 
72 0.321429 1 0 0 0 0 
73 0.321429 1 0 0 0 0 
74 0.321429 1 0 0 0 0 
75 0.321429 1 0 0 0 0 
76 0.321429 1 0 0 0 0 
77 0.321429 1 0 0 0 0 
78 0.321429 1 0 0 0 0 










自営業 共同経営 会社経営 公務員 教員 学生 その他 
i Pi    X1    X2   X3   X4 X5 X6 X7 
1 0.800000 0 0 0 0 1 0 0 
2 0.333333 0 0 0 0 0 0 1 
3 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
4 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
5 0.800000 0 0 0 0 1 0 0 
6 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
7 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
8 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
9 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
10 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
11 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
12 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
13 0.333333 0 0 0 0 0 0 1 
14 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
15 0.800000 0 0 0 0 1 0 0 
16 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
17 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
18 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
19 0.333333 0 0 0 0 0 0 1 
20 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
21 0.333333 0 0 0 0 0 0 1 
22 0.333333 0 0 0 0 0 0 1 
23 0.333333 0 0 0 0 0 0 1 
24 0.500000 0 0 1 0 0 0 0 
25 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
26 0.333333 0 0 0 0 0 0 1 
27 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
28 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
29 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
30 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
31 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
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32 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
33 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
34 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
35 0.333333 0 0 0 0 0 0 1 
36 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
37 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
38 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
39 0.500000 0 0 1 0 0 0 0 
40 0.500000 1 0 0 0 0 0 0 
41 0.333333 0 0 0 1 0 0 0 
42 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
43 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
44 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
45 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
46 0.333333 0 0 0 1 0 0 0 
47 0.500000 1 0 0 0 0 0 0 
48 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
49 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
50 0.800000 0 0 0 0 1 0 0 
51 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
52 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
53 0.333333 0 0 0 0 0 0 1 
54 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
55 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 
56 0.333333 0 0 0 0 0 0 1 
57 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
58 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
59 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
60 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
61 0.333333 0 0 0 0 0 0 1 
62 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
63 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
64 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
65 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
66 0.500000 1 0 0 0 0 0 0 
67 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
68 0.333333 0 0 0 1 0 0 0 
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69 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
70 0.333333 0 0 0 0 0 0 1 
71 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
72 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
73 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
74 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
75 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 
76 0.500000 1 0 0 0 0 0 0 
77 0.800000 0 0 0 0 1 0 0 
78 0.290323 0 0 0 0 0 1 0 




































会社員 自営業 共同経営 会社経営 公務員 教員 農業 その他 
i Pi x1 x2 x3 x4 x5 x6 x7 x8 
i 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
1 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
2 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
3 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
4 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
5 0.500000 0 0 1 0 0 0 0 0 
6 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
7 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
8 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
9 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
10 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
11 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
12 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 1 
13 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
14 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
15 0.194444 0 0 0 0 1 0 0 0 
16 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
17 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
18 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
19 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
20 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
21 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
22 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
23 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
24 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
25 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 1 
26 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 1 
27 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
28 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
29 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
30 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
31 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
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32 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 1 
33 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
34 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
35 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
36 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
37 0.194444 0 0 0 0 1 0 0 0 
38 0.194444 0 0 0 0 1 0 0 0 
39 0.666667 0 0 0 1 0 0 0 0 
40 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
41 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 1 
42 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 1 
43 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
44 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
45 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 1 
46 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
47 0.500000 0 0 1 0 0 0 0 0 
48 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
49 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
50 0.194444 0 0 0 0 0 0 1 0 
51 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
52 0.666667 0 0 0 1 0 0 0 0 
53 0.194444 0 0 0 0 1 0 0 0 
54 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
55 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
56 0.194444 0 0 0 0 1 0 0 0 
57 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
58 0.194444 0 0 0 0 0 1 0 0 
59 0.194444 0 0 0 0 0 1 0 0 
60 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
61 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
62 0.666667 0 0 0 1 0 0 0 0 
63 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
64 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
65 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
66 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
67 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 




















69 0.500000 0 0 0 0 0 0 0 1 
70 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
71 0.194444 0 0 0 0 0 1 0 0 
72 0.194444 0 0 0 0 0 1 0 0 
73 0.194444 1 0 0 0 0 0 0 0 
74 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
75 0.194444 0 0 0 0 1 0 0 0 
76 0.194444 0 0 0 0 1 0 0 0 
77 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
78 0.566667 0 1 0 0 0 0 0 0 
